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 現在の日本経済が直面する課題は多岐に
わたるが、その対策の一つとして企業の海
外展開が重要視されていることは論を待た
ない。例えば、経済産業省の企業の海外展
開支援に関する主な事業予算（2014 年度）
を見てみると「新興国市場開拓事業」、「グ
ローバルニッチトップ企業を目指した海外
展開支援」といった新規事業に多額の予算
が計上されており、これらの海外展開支援
の流れは今後もしばらく継続していくと考
えられる。さて、これまでの日系企業の海
外進出は主に大企業の動向を中心に議論が
行われてきたが、中小企業においても国際
化の流れは確実に生じており、輸出や直接
投資などを行う中小企業の割合は年々増加
の一途をたどっている。先の経済産業省の
予算編成を見ても、今年度から「中小企業・
小規模事業者海外展開戦略支援事業」とい
う新規事業に予算が計上されている。本稿
では、こうしたグローバル化の流れの中で、
日本の雇用全体の 6 割を占めると言われる
中小企業の海外進出における論点の整理を
行う。 
 まずは、中小企業の海外進出が、当の中
小企業にとって利益を生み出すものかどう
かを確認しておきたい。中小企業の海外進
出は、主に「輸出」、「直接投資」、「生産委
託」の 3つの経路で行われると考えてよい。
例えば、栗田（2014）では、中小企業が輸
出を始めた際に生産性が上昇するのかどう
かを工業統計調査の個票データをもとに検
証している。分析の結果からは、企業規模
によって生産性上昇の効果が観察される時
期は異なるものの中小企業においても輸出
を開始することによるメリットが存在する
ことが示されている。ただし、中小企業に
おいては、こうしたメリットを享受できる
までの時間が大企業に比べて長いために、
輸出を途中でやめないような政策的支援が
必要であると論じている。また、藤井（2014）
では、直接投資を行っている企業へのアン
ケート調査の結果から、直接投資を行った
おおよそ 6 割の企業が予想通り、ないしは
予想以上の成果を上げており、直接投資は
海外事業のみならず国内事業の競争力をも
向上させると結論づけている。また、中小
企業の海外進出を国内には存在し得ない成
長機会を提供する場として、極めて重要な
事項として位置づけている。 
 さて、藤井（2014）では、中小企業が海
外展開を行わない理由として「資金制約」
「人材不足」「現地情報・コネクションなど
の不足」「国内需要のみで十分」といった理
由をあげている。この中で「国内需要のみ
で十分」という理由は除くが、「資金制約」、
「現地情報・コネクションなどの不足」に
ついては、先に述べた様々な財政、金融政
策支援や、JETRO、金融機関などによる情報
提供の環境整備も整いつつあり、問題の解
消に向けての政策対応が進んでいる。また
こうした資金制約や情報提供の環境整備と
いった対応は比較的短期間に行うことが出
来る。しかしながら、「人材不足」の課題に
ついては、人材育成に中長期的な時間がか
かることや、企業の事業形態や分野によっ
て、必要とされるスキルなどが異なるため、
これらのボトルネックを解消するために取
られるべき政策対応は一様ではない。こう
した状況下にあるにもかかわらず、中小企
業のグローバル人材育成について調査等に
基づく客観的な論考は大変少ない。数少な
い調査報告である日本政策金融公庫（2013）
によれば、人材育成に成功している企業に
見られる特性は、社内外を問わず、特定の
人材にピンポイントでアクセスし採用活動
を行っているという。無論、大企業に比べ
て中小企業は人材育成に大きな予算や時間
を割くことが難しい。このため中小企業の
人材育成・確保の戦略は、少ないコストで
人材の質を見極める方法を確立することと
なるだろう。ただし、こうした対応を行う
ためには、人材のマッチングを容易にする
ようなプラットフォーム作りを政府等が確
立していく必要がある。 
 さて、他方海外進出先となる海外に目を
向けると、その有望地域として、アジア各
国をあげる企業が多い。しかし、その少な
くない投資先が現在、中進国の罠と呼ばれ
る現象に悩まされている。中進国の罠が生
じる要因は様々だが、その大きな要因の一
つとして、産業の高度化、深化を支える裾
野産業・中小企業の育成が立ち後れている
ことがあげられる。例えば、中進国の罠に
陥っているとされるマレーシアの事例を取
りあげた中川（2013）によれば、海外直接
投資と輸出主導で経済成長を実現してきた
マレーシアにとって、さらなる成長に必要
なのは先進国企業から地場企業への技術、
経営ノウハウの移転である。 
 アジアの企業は知識やスキルを有した日
本企業、技術者からの技術移転を望んでお
り、日本の企業は海外経験を有する人材を
欲しているため、これら両者をつなぐ取り
組みが、現在様々なレベルで切に求められ
ている。筆者は今年度から日系製造業企業
とインドネシアの中小企業を「つなぐ」た
めに JICA とインドネシア政府が共同して
行っている研究プロジェクト（インドネシ
ア中小企業の生産性向上と日系企業の役割）
に研究チームのリーダーとして参加してい
る。インドネシアは膨大な人口を抱える新
興市場として、日本のみならず世界の耳目
を集めているが、日本とインドネシアがど
の程度「つながっている」のかと問われれ
ば、現段階ではその程度は低く、よりよい
つながりのために立ちはだかる問題は山積
していると言わざるを得ない。こうした問
題を解きほぐすために行われている本研究
プロジェクトのユニークな点は、最先端の
経済理論や定量分析のツールを応用した最
新の研究であるだけではない。具体的な政
策立案を視野に入れ、研究の方向性や政策
プロポーザルを議論する段階で、民間企業
やインドネシア政府の方々にも参加いただ
き、積極的な意見交換を行う。また、それ
らの意見を活かした実証実験とその検証も
行う予定である。 
研究と現場を結ぶためには、研究者も民
間企業の方々も、そして政府の役人も襟を
正して、問題解決にあたらなければならな
い。それぞれの立場の人間が、こうした泥
臭い人間的な対話を粘り強く続けることで
しか、どんなに優れた最先端の研究も活か
されないのだろう。最近では、若手の社会
人を途上国の企業や政府組織に派遣する
「日本の若手国際即戦力インターンシップ
事業」なども両者をつなぐ取り組みになっ
ており期待が出来る。こうした「つなぐ」
ための政策運営や協働が多様なレベルで、
多様な立場の人々を巻き込み、そしてより
大きな規模で展開されることで、中小企業
の海外進出が進み、アジア各国との企業間
取引は増加する。問題が山積する日本の行
く末にとって、「つながり」を生み出す研究
や調査、そしてそれらを反映させた「つな
ぐ」政策の更なる展開が、中長期的な日本、
アジアの発展にとって大きな意味を持つだ
ろう。 
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